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1. 序論 

 研究の背景と目的 

光学顕微鏡は 16 世紀末，Hans Janssen，Zacharias Janssen 親子によって発明された．顕微

鏡を表す“Microscope”は古代ギリシャ語で「小さい”μικρός”」と「見る”σκοπεῖν”」を意味し，

その名の通り，肉眼では観察が困難な微細構造を可視化する技術である．17 世紀には Galileo 

Galilei が虫を観察したという記録が残っている． 

20 世紀に入ると可視光を用いた光学顕微鏡だけでなく，1938 年には Ernst Ruska により，

電子線を試料に照射する電子顕微鏡(Electron Microscopy)1 が開発された．また，1980 年代

には Gerd Binnig，Heinrich Rohrer により，探針を試料に近づけて表面形状を観察する，走

査プローブ顕微鏡(Scanning Probe Microscopy)が開発された 2, 3．これらの功績に対し， 1986

年にノーベル物理学賞が授与されている．今日の電子顕微鏡では，電子レンズ(対物レンズ・

中間レンズ)の焦点距離を変えることで，像の倍率を変化させることができる．この機能によ

り，1 台の電子顕微鏡で原子 1 個を観察できる高分解能像と，比較的広い範囲の電子回折像

を同時に取得することを可能としている 4． 

一方，X 線を光源とする X 線顕微鏡は，1948 年に Paul Kirkpatrick と Albert Baez により

Kirkpatrick-Baez(KB)ミラー光学系とともに開発された 5．X 線は物質に照射すると，透過 X

線・散乱 X 線・蛍光 X 線・放出電子といった現象が発生する．また，その短波長性は微細な

構造解析を，高い透過性は内部構造の分析を可能とし，優れた光源であるといえる．近年で

は第 3 世代放射光の稼働により，高輝度・高コヒーレンス・低エミッタンスな X 線を利用で

きるようになった．また計測・加工技術の発展により高精度な光学素子(レンズ 6，ラウエレ

ンズ 7，フレネルゾーンプレート 8，全反射ミラー9，多層膜ミラー10)が開発され，50 nm 以下

の回折限界集光が達成されている．これら第 3 世代放射光源と光学素子を組み合わせること

で，極限まで集光した X 線による走査型 X 線顕微鏡 11 や，試料全体に集光 X 線を照射する X

線回折顕微鏡 12 は，電子顕微鏡に匹敵する分解能を獲得している． 

第 3 世代放射光施設は稼働開始から 20 年近くが経過し，施設のアップグレードという新た

なフェーズを迎えようとしている 13,14,15．アップグレードにより 10~100 倍の大幅な高輝度化

が見込まれている 16．輝度の向上はすなわち測定時間の短縮を意味しており，時間短縮によ

り，1 回のビームタイム中に 1 つの試料に対する様々な分析を行うことも可能となる．たと

えば，試料全体像を回折顕微鏡で取得して位置を特定した後，走査型顕微鏡により元素分布

を取得するような複合分析技術は，X 線顕微鏡の強力なツールになると期待できる．しかし

前述の通り，回折顕微鏡と走査型顕微鏡では求められる集光径が異なるため，それぞれに適

した光学系が必要であり，この実現には電子顕微鏡における電子レンズに相当するような，

光学パラメータ可変なアダプティブ集光光学系が必要不可欠である．また，このような光学

系があれば，様々な大きさの試料を一つの光学系で分析することも可能となる． 
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 アダプティブ光学素子 

近年，光学パラメータ可変なアダプティブ光学素子として，シリコンや合成石英の基板に

荷重を加えて変形させる形状可変ミラーの研究が進んでいる 17,18,19．形状可変ミラーは大きく

機械曲げミラーと圧電素子ミラーの 2 種類に分類される．前者は曲げ機構を用いて基板の両

端にモーメントを加える形状可変ミラーである 20．変形形状は基板の形状と基板に加えるモ

ーメントにより決定され，直方体ミラーでは 3 次関数，台形ミラーでは 4 次関数の変形が可

能である 21,22,23．これまでに本ミラーを用い，100 nm 以下の集光が達成されている 24,25．し

かしこれら機械曲げミラーでは，変形できる形状が制限されており，決められた集光ミラー

の形状に近似変形することしかできないため，汎用性に問題がある． 

一方後者は基板に圧電素子を接着し，逆圧電効果により変形する形状可変ミラーである

26,27,28．圧電素子はそれ自体がナノメートルオーダーの変形精度をもち，電極の配置を工夫す

ることで様々な形状を作り出すことができる．これまでに本ミラーを用いて数 µm の X 線集

光が達成されている． 

しかし現状ではいずれの形状可変ミラーにおいても，変形精度の低さから回折限界集光を

達成できる形状可変ミラーは開発されていない．本研究では，回折限界集光が可能な高精度

形状可変ミラーを開発する．また，形状可変ミラーを用いた，回折限界条件下で集光径可変

なアダプティブ集光光学系の構築を最終目標としている． 

 

 本論文の構成 

本論文は，回折限界条件下で集光径可変なアダプティブ集光光学系の開発と，その構築に

必要不可欠な高精度形状可変ミラーの開発についてまとめたものである．以下に本論文の構

成を述べる． 

第 2 章では，従来の光学素子における問題点を提示し，形状可変ミラーを用いたアダプテ

ィブ集光光学系の設計について述べている．また，波動光学シミュレーションを用いた可変

集光の実現可能性の検討と，形状可変ミラーの形状修正に用いる計測方法の検討についても

述べている． 

第 3 章では，アダプティブ集光光学系の光学素子である圧電素子駆動型の高精度形状可変

ミラーの開発について述べている．高精度に変形可能な形状可変ミラーの構造の検討と，圧

電素子上電極の最適化を行っている．また，キネマティックにミラーの支持と電圧印加用電

極の接触を行うためのミラーホルダの開発も行い，干渉計を用いた形状フィードバック制御

を用いて形状可変ミラーの性能評価を行っている． 

第 4 章では二段アダプティブ X 線集光実験で用いる装置の開発について述べている．まず

波動光学シミュレーションを用いて光学系の許容アライメント誤差を求め，各制御軸の分解

能を決定している．これらに基づき，集光装置の設計・製作を行っている．また，形状可変

ミラーの形状計測に用いる高精度ビームモニタの開発も行っている． 
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第 5 章では，第 3 章と第 4 章で開発した形状可変ミラーと実験装置を用いた，アダプティ

ブ集光実験について述べている．まず 2 枚の形状可変ミラーを用いてアダプティブ KB 集光

光学系とアダプティブ二段一次元集光光学系による集光実験を行い，基礎検討を行っている．

また，それらの結果をフィードバックして行われたアダプティブ二段 KB 集光実験について，

論文を引用して紹介している．  

第 6 章では，本論文の総括を行う． 
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2. 二段アダプティブ集光光学系 
本章では，開発を目指す集光径可変な光学系であるアダプティブ集光光学系について，コ

ンセプトおよび可変集光の原理について述べる．また，本光学系の実現可能性について，波

動光学シミュレーションを行い検討する．また，アダプティブ集光光学系を構成する形状可

変ミラーの制御に必要な波面計測法であるペンシルビームスキャンの原理についても述べる． 

 アダプティブ集光光学系の設計思想 

まず，従来のミラー光学系において，集光径を変更する場合の問題点について検討した．

一般に，集光光学系の回折限界集光径は式(2.1)から求められる 29． 

 

𝑤 = 0.44
𝜆

𝑁𝐴
 (𝑁𝐴 ≅

𝑎

2𝑓𝑏
) (2.1)  

𝑤: 集光径(FWHM; Full-Width at Half-Maximum) 

𝜆: 波長 

𝑎: 開口サイズ 

𝑓𝑏: 焦点距離 

 

 

式(2.1)に基づき，回折限界条件下で集光径を変化させる方法を考えると，一定波長λで集

光を行う場合，開口サイズ𝑎，もしくは焦点距離𝑓𝑏を変える必要がある．ミラー光学系の場合，

開口サイズ𝑎はミラーの長さ𝑙と斜入射角𝜃より，𝑎 = 𝑙 sin 𝜃で表される． 

図 2.1.1 に示すように，開口サイズ𝑎はミラーに照射される光の大きさを入射スリット等で

制限することで変えることができる．開口サイズ𝑎と集光系は反比例の関係にあることから，

開口サイズ𝑎を小さくすることで集光径は大きくなる．しかし，この方法で開口サイズ𝑎を変

えると光量のロスが発生し，集光径を大きくするに伴って光の強度が弱くなる． 

 

(a) 

 

(b) 

 

図 2.1.1 開口サイズによる集光径の変更 (a)集光径小 (b)集光径大 
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一方ミラー形状が可変ならば，図 2.1.2 に示すように別の楕円形状を作り出すことで，焦

点距離𝑓𝑏を変えることができる．焦点距離𝑓𝑏と集光径は比例の関係であり，短くすると集光径

は小さくなる．しかし，焦点距離により集光径を変化させると，サンプルや検出器の取り付

け位置を光軸方向に大きく変更する必要がある．また，集光径を大きく変化させるためには，

焦点距離を大きく変化させる必要があり，通常実験スペースが限られていることを考慮する

と，この方法を選択することは難しい．さらに，従来の形状可変ミラーでは変形精度が十分

ではないため，回折限界集光は達成されていない． 

以上より，単純な光学系では，実用的なアダプティブ集光光学系を構築することが難しく，

さらに，これを可能にする高精度形状可変ミラーは存在していない．新しいアダプティブ集

光光学系の提案(本章で詳述)と高精度形状可変ミラーの開発(3 章で詳述)が必要である． 

 

(a) 

 

(b) 

 

図 2.1.2 焦点距離による集光径の変更 (a)集光径小 (b)集光径大 

 

本章では，以下のコンセプトに基づき，新たなアダプティブ集光光学系を提案・設計した． 

① 集光径は数十 nm～数 µm で可変 

② 集光径を変化させても，常に回折限界条件を満たす集光が可能 

③ 集光径を変化させても，焦点位置が不変 

④ 光量のロスがない(光量を制限するピンホールやスリットを用いない) 
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 光学系の構成とNA可変の仕組み 

第 2.1 節に示した条件を満たす光学系として，二次元で 4 枚の形状可変ミラーを用いた二

段アダプティブ集光光学系を提案する 30,31．光学系の概略図を図 2.2.1 に示す．まず，光源か

らの X 線を上流形状可変ミラーで中間焦点に集光する．このとき，上流ミラー形状は光源と

中間焦点を焦点にもつ楕円となる．その後，拡散した X 線を下流形状可変ミラーで最終焦点

に集光する．このときも，下流ミラー形状は中間焦点と最終焦点を焦点にもつ楕円となる． 

光源と最終焦点位置，ミラー位置，ミラー入射角は不変で，さらに，中間焦点を共有する

という条件の下，中間焦点の位置を変化させるように 2 枚の形状可変ミラーを楕円形状に再

変形させると，下流ミラーの照明領域が変化する．この結果，NA (Numerical Aperture)が変

化し，最終焦点での集光径が変化する． 

 

(a) 

 

(b) 

 

図 2.2.1 中間焦点をもつ二段光学系の概略図 

(a)NA 最大の時，(b)NA を小さくしたとき 

 

図 2.2.2(a)に示すように，上流ミラー開口サイズ(𝑀𝑖𝑟𝑟𝑜𝑟𝐴𝑝𝑒𝑟𝑡𝑢𝑟𝑒1)と中間焦点距離𝐿1，下

流ミラー開口大きさ(𝑀𝑖𝑟𝑟𝑜𝑟𝐴𝑝𝑒𝑟𝑡𝑢𝑟𝑒2)とミラー間距離 L の関係より，第一焦点を， 

 

𝑀𝑖𝑟𝑟𝑜𝑟𝐴𝑝𝑒𝑟𝑡𝑢𝑟𝑒1 × (𝐿 − 𝐿1)

𝑀𝑖𝑟𝑟𝑜𝑟𝐴𝑝𝑒𝑟𝑡𝑢𝑟𝑒2 × 𝐿1
= 1 (2.2) 

 

の位置にしたとき，下流ミラーの NA は最も大きくなり，最終焦点の集光径は最小となる．

一方，図 2.2.2 (b)に示すように中間焦点位置を下流側に移動したとき， 

 

𝑀𝑖𝑟𝑟𝑜𝑟𝐴𝑝𝑒𝑟𝑡𝑢𝑟𝑒1 × (𝐿 − 𝐿1)

𝑀𝑖𝑟𝑟𝑜𝑟𝐴𝑝𝑒𝑟𝑡𝑢𝑟𝑒2 × 𝐿1
< 1 (2.3)  
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となり，下流ミラーの NA は小さくなり，集光径は大きくなる．ここで𝑀𝑖𝑟𝑟𝑜𝑟𝐴𝑝𝑒𝑟𝑡𝑢𝑟𝑒1，

𝑀𝑖𝑟𝑟𝑜𝑟𝐴𝑝𝑒𝑟𝑡𝑢𝑟𝑒2，𝐿は一定であるとすれば，NA の変化は𝐿1によって決定されることがわか

る．つまり，𝐿1を大きくすることで NA は小さくなり，より大きな集光径を得ることができ

る． 

 

(a) 

 

(b) 

 

図 2.2.2 二段光学系による集光径の変更 

(a)NA 最大のとき，(b)NA を小さくしたとき 

 

本光学系では，集光径を変化させても，上流ミラーで反射する X 線の量は変わらないため，

光量のロスはない．また，最終焦点は固定できるため，集光径の変化に合わせてサンプルを

光軸方向に移動させる必要も無い．さらに形状可変ミラーの特徴として，波面補償の機能も

兼ね備えているため，ビームライン上に存在する波面収差(モノクロメータや高調波カットミ

ラー等の形状の不完全さによって発生)を補償することもできる．形状可変ミラーの表面形状

をナノメートル精度で制御することで，常に回折限界条件下での集光が可能である． 
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 波動光学シミュレーションによる実現可能性の検討 

光学系の実現可能性を調べるため，波動光学シミュレータを構築し，計算を行った． 

 

2.3.1. シミュレーション手法 29 

シミュレーションには，式(2.4)に示す Fresnel-Kirchhoff の回折公式を用いた． 

 

𝑈2(𝑟2) = −
𝑖

2𝜆
∫ 𝑈1(𝑟1)

𝑒−𝑖𝑘𝑟

𝑟
(1 + cos𝜃)𝑑𝑠

𝑊1

 (2.4)  

 

式(2.4)は，伝播元領域𝑊1の波動場𝑈1(𝑟1)から位置𝑟2の波動場𝑈2への伝播を表している．こ

こで𝜆，𝑘，𝑟はそれぞれ波長，波数，𝑟1と𝑟2の距離である． 1 + cos𝜃は傾斜角因子で，硬 X

線の反射は角度が非常に小さく，1 + cos𝜃 ≅ 2 (𝜃 ≅ 0)と近似できる． 

 

2.3.2. シミュレーション結果 

シミュレーションに用いた二段アダプティブ集光光学系は実際の実験を想定している．光

学系の概略図を図 2.3.1 に示す．ミラーはすべて長さ 100 mm，入射角 4 mrad とした．また，

X 線のエネルギーは 10 keV，光源は点光源とした．中間焦点位置は上流垂直集光ミラー中心

から 620 mm 下流を標準位置とした．中間焦点距離を変更することで，最終焦点での集光径

を変えられることを，シミュレーションを使って調べた．中間焦点位置が標準のときを Mode 

I，250 mm 下流のときを Mode II，500 mm 下流のときを Mode III とする． 

シミュレーション結果を図 2.3.2 に示す．その結果，中間焦点距離を下流に 0.5 m 移動す

ることにより，NA 最大の時に比べて水平集光は 5 倍，垂直集光は 10 倍まで集光径(FWHM)

を予想通りに変化させることができ，本光学系は有効に機能することを確認できる． 

 

 

図 2.3.1 アダプティブ集光光学系のシミュレーションモデル 
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図 2.3.2 中間焦点距離移動量 (a)0m (b)0.25m (c)0.5m のときの最終焦点集光プロファイル 

(d) 中間焦点距離の移動と最終焦点の集光径変化の関係
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 形状可変ミラーの形状計測方法の検討 

2.4.1. 各種計測方法の比較 

レイリーの 4 分の 1 波長則 29 にもとづくと，10 keV のエネルギー，4 mrad の集光ミラー

の回折限界集光を実現する許容形状誤差は 3.9 nm である．前述の通り，形状可変ミラーは波

面補償の機能も兼ね備えている．形状可変ミラーで回折限界集光を行える精度まで変形する

には，ミラーの形状誤差を正確に計測する必要がある．各ミラーにフィゾー型干渉計のよう

な形状計測機を設置することができれば，形状を常にモニタし，形状制御にフィードバック

することができる．しかし，ミラーの枚数分の計測機が必要となり，高コストかつシステム

が大がかりになるため容易ではない．そこで本研究では X 線を用いた At-wavelength 波面計

測法を用いてミラーの形状誤差を計測し，形状修正することを提案する．波面計測法はいく

つかあるが，本光学系で必要な条件は， 

① 回折限界集光が可能な精度 

② 比較的短時間で計測可能 

③ 様々な NA に対応 

④ 計測と変形の自動化が容易 

とする．表 2.4.1 に各種計測法の特徴を示す 

 

表 2.4.1 各種 At-wavelength 計測法の特徴 

 精度 NA 自動化 計測時間 コスト 

位相回復法 32,33 〇 △ ✕ ✕ 〇 

Talbot 干渉計 34,35 〇 ✕ 〇 〇 △ 

ペンシルビームスキャン 36,37 △ 〇 〇 △ 〇 

フィゾー型干渉計(参考) 〇 〇 〇 〇 ✕ 

 

位相回復法は，集光ビームの焦点付近の強度プロファイルを複数計測し，この強度プロフ

ァイルを再現できる波面収差を計算によって求める手法である．計測精度は高いが，大 NA

の光学系では計測が難しい．また，ビームウエストの計測に時間がかかり，自動化も難しい． 

Talbot 干渉計は，回折格子を用いたシアリング干渉計の一種である．集光ビームの波面計

測の場合，焦点下流に位相回折格子を設置し，さらに後方で発生する自己像と呼ばれる明瞭

な周期的強度パターンを計測する(Single-grating interferometer)．縞解析ではフーリエ変換法

や縞走査法などの通常の干渉計で用いられる解析手法が適用できる．このタイプは，NA の小

さい光学系への適用が難しいという点を除けば理想的である．小さい NA にも対応させるた

めには，自己像の周期に応じた吸収格子(つまり通常の Talbot 干渉計)を検出器直前におくこ

とで可能となるが，この場合は汎用性が低いため適さない． 

ペンシルビーム法は集光ミラーをいくつかの区間に分割し，それぞれで反射した X 線の位

置を焦点位置でビームモニタにより計測することで，ミラー上の傾斜誤差を幾何学的に求め

る手法である．図 2.4.1 にペンシルビームスキャンの計測原理を示す．ミラー上に誤差がな
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い場合，反射した X 線はすべて焦点位置で一点に集まる．しかし，ミラーに形状誤差(傾斜誤

差)がある場合，X 線の反射軌道にはその誤差によって区間ごとにずれが生じる．反射位置か

ら焦点までの距離を𝐿，焦点位置での X 線のずれを𝑑𝑥としたとき，傾斜誤差𝜃は，式(2.5)から

求められる． 

 

𝜃 = tan−1
𝑑𝑥

2𝐿
 (𝐿 ≫ 𝑑𝑥) (2.5)  

 

この計測と計算を，分割した全ての領域において行うことで，ミラーの形状誤差分布を求め

られる．得られた形状誤差分布をもとに，形状可変ミラーを制御することで，正しい形状に

変形することが可能となる． 

 

 

図 2.4.1 ペンシルビームスキャンによるミラー上傾斜誤差分布の計測原理 

 

ペンシルビームスキャンはほぼ全ての条件を満たす．精度面で他の手法よりも劣ると言わ

れているが，X 線の位置を計測するビームモニタの性能等に依存するので，高精度化は可能

であると判断した．そこで本研究では，要求精度を十分に満たすペンシルビームスキャンシ

ステムを構築し，形状可変ミラー制御のための波面計測法とすることとした． 

回折限界集光を行うためには少なくとも目標とする集光径(FWHM)の 5 分の 1 の位置のず

れを検出する必要がある．本光学系では，100 nm が最小集光径であるため，その 5 分の 1 で

ある 20 nm をビームモニタの必要精度とした．第 4 章でビームモニタの開発について詳述す

る．
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 結言 

本章では，本研究において開発を目指す二段アダプティブ集光光学系の概要について述べ

た． 

 

(1) 従来の光学素子・光学系による可変集光の問題点を示し，開発するアダプティブ集光光

学系のコンセプトを，①数十 nm~数 µm の可変集光，②常に回折限界集光，③焦点位

置不変，④光のロスがない，とした． 

 

(2) 4 枚の形状可変ミラーを用いた二段アダプティブ集光光学系を提案し，その可変集光原

理を述べた．また，波動光学シミュレーションにより本光学系の実現可能性を確認した． 

 

(3) 形状可変ミラーの制御に用いる波面計測法について，3 種類の At-wavelength 計測法の特

徴を示し，ペンシルビームスキャンを採用することとした．また，ペンシルビームスキ

ャンの計測原理と，本光学系における必要精度について示した． 
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3. 高精度形状可変ミラーの開発 
波面を高精度に制御し，回折限界条件で集光径可変なアダプティブ集光光学系を構築する

ためには，高精度変形が可能な形状可変ミラーが必要である．これまでに，機械・圧電素子

駆動の形状可変ミラーの開発が報告されている．しかし，それらの変形精度は回折限界集光

を達成するものではなかった． 

本章では大変形かつ高精度な変形を可能とする形状可変ミラーの設計・開発を行う．まず，

圧電素子を用いた形状可変ミラーについて，設計指針の基礎的検討を行う．そして得られた

設計指針に基づいて，X 線集光用形状可変ミラーを作製し，変形性能を評価する． 

 

 圧電素子の特性 38, 39 

圧電素子には，応力を受けて歪みが生じたときに電圧を発生する圧電効果があり，超音波

センサや加速度センサなどの各種センサに用いられている．一方，圧電素子に電圧を加えた

ときに歪みが生じる現象を逆圧電効果と呼び，超音波モータや各種圧電アクチュエータに用

いられている(図 3.1.1)．表 3.1.1 に示すように，ステッピングモータなど従来のアクチュエ

ータに比べ，圧電アクチュエータは小型で応答が早く，高分解能，高出力といった利点を持

つため，近年の小型モータ，制震技術などの各分野において積極的に使用されている．特に

ジルコン酸チタン酸鉛(PZT : Pb(Zr-Ti)O3)は大きな圧電性，誘電率，強誘電性をもつ．その

圧電性の大きさから，アクチュエータやセンサなどの圧電素子として広く用いられている． 

 

 
図 3.1.1 圧電素子の基本機能 

 

表 3.1.1 各種アクチュエータの変位制御性 38 

 Range Accuracy Force Response 

Air cylinder 100 mm 100 μm 0.1 N/mm2 10 sec 

Oil cylinder 1000 mm 10 μm 100 N/mm2 1 sec 

Pulse motor 1000 mm 10 μm 300 N 100 msec 

Piezoelectric actuator 100 µm 10 nm 30 N/mm2 0.1 msec 
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 圧電素子によるミラーの変形方法 

3.2.1. 圧電素子による基礎的な変形 39, 40 

材料に応力 T が加わると，材料力学における応力－ひずみ関係式に従って𝑺 = 𝑠𝑻(s：弾性

コンプライアンス)のひずみが発生する．圧電素子の場合，圧電効果により，加えた応力 T に

比例した電気変位𝑫 = 𝑑𝑻 (d：圧電定数)が生じる．また，電界 E を加えると𝑫 = 𝜀𝑬(：誘電

定数)の電気変位が生じ，その際に逆圧電効果よってひずみ𝑺 = 𝑑t𝑬も発生する．以上の関係

をまとめると，圧電素子に生じる圧電効果は，式(3.1)の関係式でまとめられる． 

 

𝑺 = 𝑠𝑻 + 𝑑t𝑬 

𝑫 = 𝑑𝑻 + 𝜀𝑬 
(3.1) 

 

式(3.1)を，この電界－応力関係を明示するように変形すると， 

 

𝑻 = 𝑠−1𝑺 − 𝑠−1𝑑t𝑬 (3.2)  

 

となる．ここで弾性コンプライアンス s の逆行列は弾性定数 Y であるため， 

 

𝑻 = 𝑌𝑺 − 𝑌𝑑t𝑬 (3.3)  

 

と書き直すことができる．圧電素子に生じる応力は，圧電素子の弾性定数，ひずみ，圧電定

数，印加電圧によって記述できることが分かる． 

この関係を，図 3.2.1 に示すように分極方向を 3 軸とする座標系をとり，すべての成分を

行列式で表すと，式(3.4)となる． 

 

(a) 

 

(b) 

 

図 3.2.1 応力の成分 (a)縦方向，(b)せん断方向 
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(3.4)  

 

分極された圧電素子では 3(z)軸は回転対称軸であり，3(z)軸と垂直な面内では等方性となる．

そのため，式(3.5)のように簡素化することが出来る． 
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(3.5)  

 

さらに，図 3.2.2 に示すように，本研究で開発する形状可変ミラーはミラー基板に圧電素子

を接着される構造であり，圧電素子の分極方向（3(z)軸）に対して電圧を印加するため，

E1=E2=0 を代入することに相当する．また，圧電素子はミラー基板に固定されているため，

圧電素子自体の変形量はほぼ 0 と考えることができ，変位 S=0 とできる．以上より，ミラー

基板に曲げモーメントを生じさせる応力 T1 は式(3.6)となる． 

 

 

図 3.2.2 圧電素子による形状可変ミラーの変形 
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𝑇1 = −(𝑌11𝑑31 + 𝑌12𝑑31 + 𝑌13𝑑33)𝐸3 (3.6)  

 

さらに圧電素子のポアソン比をとすると，式(3.7)で表される．

 

𝑇1 = −(𝑌11𝑑31 − 𝜈𝑌11𝑑31 − 𝜈𝑌33𝑑33)𝐸3 (3.7)  

 

3.2.2. ミラーの曲面形状への変形方法 41 

形状可変ミラーによる集光を行うためには，楕円などの非球面形状へ変形する必要がある．

非球面形状は曲率の分布を持った形状である．圧電素子に 1 種類の電圧を印加すると，一つ

の曲率に変形する．そのため，非球面形状へ変形するには，ミラー長手方向に分布をもつ電

圧を印加することが必要である．ミラーを変形するための電圧の算出は，梁の曲げ理論に基

づいて行う．梁理論による変形計算は，以下に示す①～⑤の手順で行う． 

① 式(3.8)は変形形状を二階微分し，変形形状の曲率分布を求める式である．ここで 1/R は

曲率を，y(x)は変形形状を表している． 

 

1

𝑅
=

−
d2𝑦(𝑥)
d𝑥2

{1 + (
𝑑𝑦
𝑑𝑥

)
2

}

3 2⁄
 (3.8)  

 

② オイラーの梁理論に基づく曲げモーメントと曲率の関係式から，①で求めた曲率分布に

変形するために必要な曲げモーメント分布 M を算出する．式(3.9)において Ym はミラー

基板の弾性率，Im はミラー基板の断面二次モーメントをそれぞれ示している． 

 

𝑀 =
𝑌m𝐼m

𝑅
 (3.9)  

 

③ ミラー基板に曲げモーメントを加えるために必要となる力 F は，式(3.10)より求められ

る．F は圧電素子により加えられる力で，tm はミラー基板の厚さ，tp は圧電素子の厚さで

ある． 

 

𝑀 = 𝐹
(𝑡m + 𝑡p)

2
 (3.10)  

 

④ 式(3.11)から，ミラー基板に加える力 F を発生させるために必要となる，圧電素子への

印加電圧の分布 V を求める．圧電素子によって発生する力は，印加した電圧によって生

じる応力と圧電素子の断面積の積で表すことができる．式中において，は圧電素子に生

じる応力，Sp は圧電素子断面積，V は印加電圧，wp は圧電素子幅を示している． 
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𝐹 = 𝜏 × 𝑆 = (𝑌11𝑑31 − 𝜈𝑌11𝑑31 − 𝜈𝑌33𝑑33)
𝑉

𝑡p
𝑆p = (𝑌11𝑑31 − 𝜈𝑌11𝑑31 − 𝜈𝑌33𝑑33)𝑉𝑤𝑝 (3.11)  

 

⑤ 以上をまとめると，目標形状に変形するには，式(3.12)に示す電圧分布が必要とわかる． 

 

𝑉(𝑥) =
𝑌m𝐼m

𝑌p𝑑31𝑤p

(𝑡m + 𝑡p)
2

1

𝑅
 

(3.12)  
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前述の通り，形状可変ミラーを非球面形状へ変形するには，複数の電圧を印加できる構造

が必要である．形状可変ミラーは，構造として分類した場合，図 3.3.1 に示すように圧電素

子分離型と圧電素子一体型に分類できる． 

圧電素子分離型は，複数の圧電素子が基板に接着されている．圧電素子の作製サイズには

制限があるが，この構造では比較的短い圧電素子で構成されているため，大型のミラーであ

っても作製可能である．しかし，圧電素子間の隙間には変形の発生しない領域があり，また

隙間があるため断面二次モーメントも不連続で，隙間の周期と一致した短周期の変形誤差が

生じると予想される． 

一方，圧電素子一体型は，基板に接着された 1 枚の長い圧電素子上に，複数の電極が取り

付けられている．分離型のような隙間がないため，断面二次モーメントは一様である．分離

型と同様に変形できない領域は有しているが，変形誤差の少ない滑らかな変形が期待できる．

しかし，圧電素子の最大長さは 150 mm 程度であり，長い圧電素子が必要な本構造では大型

化は難しいという欠点を持つ． 

 

(a) 

 

(b) 

 

図 3.3.1 形状可変ミラーの構造 (a)圧電素子分離型 (b)圧電素子一体型 
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3.3.1. シミュレーションによる構造の基礎検討 

まず，図 3.3.1 に示した構造の違いによって基板変形がどのように変化するかを検討する

ために，基礎的な有限要素法(FEM: Finite Element Method)シミュレーションを行った．FEM

のシミュレーションソフトには PTC Creo を用いた． 

シミュレーションには，長さ 200 mm，厚さ 5 mm の合成石英基板の長手方向に，図 3.3.2(a)

に示す(1) 2 枚の圧電素子(長さ 99.5 mm，厚さ 1 mm)の間に 1 mm の隙間がある場合(圧電素

子分離型)と，図 3.3.2(b)に示す(2)1 枚の圧電素子(長さ 200 mm，厚さ 1 mm)の中心に 1 mm

の変形しない(電極のない)部分がある場合(圧電素子一体型)を想定した． 

 

(a) 

 

(b) 

 

図 3.3.2 シミュレーションに用いたモデル (a)圧電素子分離型，(b)圧電素子一体型 

 

それぞれ圧電素子によりミラー表面が 10 µm 変形したときの短周期の変形誤差を計算した．

結果を図 3.3.3 に示す．分離型では 10 µm の全体変形に対して 1.5 nm の変形誤差がある

(0.15%)．対して一体型では 10 µm の全体変形に対して 0.3 nm の変形誤差(0.03%)であった．

この違いは断面二次モーメントが一様でないことに起因すると考えられる．以上の結果より，

分離型より一体型の方が短周期の変形誤差が少ないことを確認した． 
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図 3.3.3 FEM シミュレーション結果 (a)圧電素子分離型 (b)圧電素子一体型 
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3.3.2. 実証実験の準備 

圧電素子分離型，圧電素子一体型の 2 種類のミラーを用いて，変形により発生する短周期

の形状誤差の検証を，FEM シミュレーション，干渉計による計測，X 線を用いたプロジェク

ション像観察により行った．それぞれの形状可変ミラーのパラメータを表 3.3.1 に示す．圧

電素子は基板の裏面のみに 2 列接着した．それらの概略図を図 3.3.4 に示す．それぞれの形

状可変ミラーで長さ等が異なるのは，本来別の目的で作製されたミラーのためであり，適切

に比較すれば問題は生じない．  

 

表 3.3.1 試作形状可変ミラーの各種パラメータ 

 Separated Integrated 

Mirror substrate   

Material Quartz glass 

Length (mm) 150.0 100.0 

Width (mm) 50.0 50.0 

Thickness (mm) 10.0 5.0 

Piezoelectric actuator 

Material PZT 

Length (mm) 7.5 100.0 

Width (mm) 20.0 17.5 

Thickness (mm) 1.0 1.0 

Number of parts 18 × 2 2 × 2 

Electrode length (mm) 7.5 4.8 

 

(a) 

 

(b) 

 

図 3.3.4 形状可変ミラーの加工領域 (a)圧電素子分離型と(b)圧電素子一体型 
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3.3.2.1. FEMシミュレーション 

まず，用意した形状可変ミラーを変形したときに発生する短周期の形状誤差を予測するた

め，有限要素シミュレーションを行った．圧電素子の膨張・収縮は近似的に等方的な変形と

した．圧電素子内の電界分布は無視し，分離型では圧電素子全体が，一体型では電極直下の

圧電素子のみが変形するとした．圧電素子とミラー基板の間の接着層の影響は無視した．電

圧を 250 V 印加したときの形状から，空間周波数 670～5000 m-1 の短周期形状誤差のみを抜

き出した． 

 

3.3.2.2. 干渉計による計測 

圧電素子・電極の隙間によって生じる短周期の形状誤差を正確に計測するために，

Microstitching Interferometry (MSI)43による計測とElastic Emission Machining (EEM)44によ

る加工を用いて，基板上に存在する短周期の形状誤差を取り除いた．長周期形状は圧電素子

の変形によって制御できるため，空間周波数 670～5000 m-1 の形状のみに注目している．評

価した領域は，図 3.3.4 に示した基板中央，圧電素子直上である．EEM 加工前後の短周期形

状を図 3.3.5 に示す．最大 PV10 nm あったものが，PV1 nm 以下まで減少させることに成功

している．計測時の室温は 25.0 ℃に固定し，温度差によって発生する変形の影響を可能な限

り低減させた．この結果，測定再現性は PV1 nm であった． 
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図 3.3.5 形状可変ミラーの加工前後の短周期形状 

(a), (b)圧電素子分離型，(c), (d)圧電素子一体型 

(a), (c)ミラー基板中心，(b), (d)圧電素子直上 
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3.3.2.3. X線反射像の観察 

X 線ミラー上に短周期の形状誤差が存在する場合，Ｘ線反射像に影響を及ぼすことがこれ

までにわかっている 45．これはインラインホログラフィとして理解できる．わずかな形状誤

差が干渉の結果大きな強度変調を引き起こすため，高感度に形状誤差の存在を知ることがで

きる．発生する短周期変形誤差が，Ｘ線の反射にどのような影響を及ぼすのかを調べるため

に，SPring-8 BL29XUL EH4(仮想光源からの距離 1 km)において，図 3.3.6 に示す実験配置，

条件によって，形状可変ミラーから反射したＸ線像を観察する．電圧 0 V と 250 V を電極に

印加し変形させた形状可変ミラーに，15 keV のＸ線を反射させ，反射像を CCD カメラ(浜松

ホトニクス株式会社，C4880)とズーミング管(浜松ホトニクス株式会社，C5333)によって計

測した(ピクセルサイズ：1.2 µm)．計測時の実験ハッチ内の温度は，MSI 計測時の温度と同

じ 25.0 ℃に設定した． 

 

 

図 3.3.6 X 線反射像観察の実験構成 

 

3.3.3. 結果と考察 

3.3.3.1. 干渉計による計測とFEMシミュレーション結果 

まず，図 3.3.7 に干渉計による形状計測とシミュレーションの結果を示す．これらの結果

を比較すると，両者は良い一致を示しており，形状計測とシミュレーションが正しく行われ

ていることを示している．250 V の印加によって一体型では全体で 4.5 µm，分離型では全体

で 7 µm の円筒形状へと変形した．分離型では，基板中心で PV1.5 nm，圧電素子直上で PV20 

nm の短周期の変形誤差が圧電素子の隙間と同じ周期で発生した．一方，一体型では，圧電素

子直上で PV1 nm の短周期の変形が電極の隙間と同じ周期で発生したが，基板中心では発生

していなかった．以上より，基板長さの違いや変形量の違いを考慮すると，短周期変形誤差

は分離型の方が一体型より 10 倍大きく，また，圧電素子直上より基板中央の方が 10 倍大き

いことが確認できた． 
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図 3.3.7 有限要素法解析と干渉計による計測結果 

(a), (b)圧電素子分離型，(c), (d)圧電素子一体型 

(a), (c)ミラー基板中心，(b), (d)圧電素子直上 

 

3.3.3.2. X線反射像の観察 

図 3.3.8 と図 3.3.9 に，圧電素子分離型と圧電素子一体型の X 線プロジェクション像をそ

れぞれ示す．圧電素子分離型では，圧電素子直上・基板中心の両方でスペックルノイズが現

れ，圧電素子直上の方が基板中心よりもノイズが 10 倍以上の大きさとなった．一体型では，

圧電素子直上ではわずかにスペックルノイズが現れたが，基板中心では現れなかった．これ

らの結果は，干渉計による計測と，FEM シミュレーションの結果と同じ傾向を示している．

以上より，圧電素子一体型構造が高精度変形に最適であると，実験的に確証を得ている． 
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(a) 

 

(b) 

 

(c) 

 

(d) 

 

図 3.3.8 圧電素子分離型形状可変ミラーからのＸ線反射像 

(a), (b)ミラー基板中心 (c), (d)圧電素子直上 (a), (c)電圧印加なし (b), (d)電圧 250V 印加 
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(a) 

 

(b) 

 

(c) 

 

(d) 

 

図 3.3.9 圧電素子一体型形状可変ミラーからのＸ線反射像 

(a),(b)ミラー基板中心，(c),(d)圧電素子直上 (a),(c)電圧印加なし，(b),(d)電圧 250V 印加 
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 集光用形状可変ミラーの開発 

前項で得られた結果をもとに，高精度かつ大変形を可能とする集光用形状可変ミラーを開

発する．温度変化による形状の不安定性を最小限に抑制するため，圧電素子は表裏に 2 枚ず

つ対称になるように接着したバイモルフ構造とする． 

X 線反射領域は 2 枚の圧電素子間のミラー基板中央部に位置する．反射領域には白金(厚さ

50 nm)をマグネトロンスパッタリングにより成膜した．圧電素子表面には電極として Cr を

成膜した．電極に印加する電圧をそれぞれ制御することで，形状可変ミラーの表面形状を自

由曲面へと変形する． 

前述の通り，形状可変ミラーの電極 1 つは，ミラー表面を 1 つの曲率に変形することがで

きる．楕円形状は非球面のため，曲率が連続的に変化するが，電極は有限であるため近似し

て変形する必要がある．そこで，任意の楕円形状を仮定して多項式フィッティングを行うこ

とで，変形に最低限必要な電極数を推定した．その楕円形状と多項式フィッティング結果を

図 3.4.1 に示す．結果より 5 次関数形状に変形することで，PV1 nm 以下の精度で楕円形状

に近似できることがわかる．これは最低 4 つの電極が必要であることを意味する． 

そこで，変形可能とする形状，電極のサイズ，電源のチャンネル数を総合的に勘案して，

18 個の電極を取り付け，最大 9 周期のサイン形状へと変形可能な形状可変ミラーとした．9

周期より高周期の形状は，EEM 加工により取り除くこととした．作製した形状可変ミラーを

図 3.4.2 に，そのパラメータを表 3.4.1 に示す． 
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図 3.4.1 楕円形状の多項式フィッティング 
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図 3.4.2 (a)形状可変ミラーの概略図，(b)作製した形状可変ミラーの写真 

 

表 3.4.1 形状可変ミラーの各種パラメータ 

Mirror substrate 

Material Quartz glass 

Length (mm) 100 

Width (mm) 50 

Thickness (mm) 5 

Piezoelectric actuator 

Material PZT 

Length (mm) 100 

Width (mm) 17.5 

Thickness (mm) 1 

Number of PZT 2×2 

Electrode 

Material Chromium 

Length (mm) 4.8 

Width (mm) 17.5 

Number of electrode 18 

  



3.5. 形状可変ミラー用ホルダの開発  29 

 

 

 形状可変ミラー用ホルダの開発 

形状可変ミラーに電圧を印加するためには，表面の圧電素子上 36 点と裏面の圧電素子上 2

点の電極に確実に接点をとり，電圧を印加する必要がある．一方，その際に接点の接触で生

じる荷重によって基板に変形が生じてはならない．そこで，図 3.5.1 に示すような，ばね電

極を利用した電圧印加ユニットを作製した．圧電素子との電気的な接点となるばね電極のば

ね定数は 0.003 N/mm と，非常に低い値に設定してあり，すべてのばね電極が 1 mm 押し込

まれた状態でも，ミラー基板に自重以上の負荷がかからない設計となっている． 

ここで，表 3.4.1 に示した設計の形状可変ミラーにおいて，表側の各電極中心にばね電極

を 1 mm 押しつけたとき(各電極中心に 0.003 N の点荷重)の，ミラー中心での変形量を FEM

により計算した．計算結果を図 3.5.2 に示す．変形形状は 2 nm 以下のほぼ二次関数の形状で

(図 3.5.2(a))，二次関数形状を除去すると PV0.2 nm 以下となり(図 3.5.2(b))，集光に影響し

ない程度の変形であるといえる． 

 

 

図 3.5.1 電圧印加ユニット（断面図） 
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図 3.5.2 (a)電極ばねによる変形形状 (b)二次関数除去形状 
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また，支持点は形状可変ミラーに対して図 3.5.3 のように設定する．垂直集光ミラーでは

垂直方向支持用に 3 点のベッセル点，位置決め用に水平方向には 2 点のベッセル点と光軸方

向には 1 点で支持されている．水平集光ミラーでは垂直方向には 2 点のベッセル点，水平方

向には 3 点，位置決め用に光軸方向の 1 点で支持されている．水平方向には転倒防止として，

形状可変ミラーの表側からばねにより支持されている．以上の設計より開発した形状可変ミ

ラー用ホルダを図 3.5.4 に示す． 

 

(a) 

 

(b) 

 

図 3.5.3 形状可変ミラー支持方法 (a)垂直集光ミラー (b)水平集光ミラー 

 

 

図 3.5.4 開発した形状可変ミラー用ホルダの写真
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 形状可変ミラー変形試験 

3.6.1. 実験のセットアップ 

干渉計と電圧印加ユニットを用いた形状制御システムを開発し，形状可変ミラーの楕円形

状への変形試験を行った．図 3.6.1 に形状制御システムの構成を示す．計測にはフィゾー型

干 渉 計 (Zygo Corp. Verifire XPZ) に よ る Relative Angle Determinable Stitching 

Interferometry(RADSI)46 を用いた．またこのフィゾー型干渉計は RS-232C を介したシリア

ル通信によって，PC から制御を行う．PC からは電圧印加ユニットに対する制御も行ってお

り，D/A コンバータ(National Instruments; NI 9264，NI cDAQ-9188)を介して，±10 V の

電圧出力が可能となっている．この±10 V の電圧を，さらに電源ユニット(関西電子 

KE0.25-0.5BP)により±250 V に増幅したうえで圧電素子に印加している． 

 

 

図 3.6.1 形状可変ミラー変形の形状制御システム 

 

3.6.2. 実験結果 

深さ 3.5 µm の楕円形状に変形した結果を図 3.6.2 に示す．PV2 nm 以下の精度で形状を変

形できており，これはエネルギー10 keV，斜入射角 4 mrad の光学系におけるレイリーの 4

分の 1 波長則から計算される許容誤差を十分に満たしている． 

また，得られた変形誤差がミラー上にある場合の波動光学シミュレーションを行い，集光

特性を推定した．用いた光学系は光源－ミラー中心距離 45 m，ミラー中心－焦点距離 0.3 m，

入射角 4 mrad，X 線のエネルギー10 keV とし，光源は点光源を想定した．結果を図 3.6.3 に，

ミラー上に変形誤差のある場合と，理想的な場合の集光ビームプロファイルを示す．形状誤

差がある場合にも，ビームプロファイル形状は理想時とほぼ変わらず，回折限界集光が達成

されていることがわかる．以上より，本ミラーは回折限界集光のために十分な変形精度をも

っていることを確認できる． 
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図 3.6.2 形状可変ミラーの変形試験結果 
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図 3.6.3 波動光学シミュレーション結果 
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 結言 

本章では，高精度形状可変ミラーの設計，開発，評価について述べた． 

 

(1) 形状可変ミラーの駆動に用いる圧電素子の説明と駆動原理，形状可変ミラーの変形原理

について述べた． 

 

(2) 圧電素子分離型，圧電素子一体型の 2 種類の圧電素子構造について，FEM シミュレーシ

ョン，干渉計による形状計測，X 線反射像を使った形状計測により設計指針の検討を行

い，圧電素子一体型がより適した構造であることを確認した． 

 

(3) 変形目標形状に基づく電極数の検討を行い，高精度変形が可能な形状可変ミラーを設計

した．18 個の電極を取り付けて最大 9 周期のサイン波形状を変形可能な形状可変ミラー

を製作した． 

 

(4) 形状可変ミラーの意図しない変形量を PV0.2 nm 以下に抑える支持と電圧印加のための

ミラーホルダを設計・製作した． 

 

(5) 干渉計による形状可変ミラーの形状フィードバック制御を行い，目標とした楕円形状に

PV2 nm 以下の精度で変形させることに成功した．また，波動光学シミュレーションに

よって回折限界集光を達成できることを示した．すなわち，形状可変ミラーを許容形状

誤差以下に変形できることを意味する． 
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4. アダプティブ集光光学系の実験装置の開発 
本章では，SPring-8 にて構築した二段アダプティブ集光光学系の装置開発について述べる． 

硬 X 線回折限界集光実験では，集光ミラーのアライメントに高い精度が求められる．そのた

め本章では，まず許容アライメント誤差について議論し，その後これを達成できる実験装置

について示す．また，ビームプロファイル評価のためのワイヤスキャン法や，形状可変ミラ

ーの形状を計測するためのペンシルビーム法のシステムについても述べている．後者は形状

可変ミラー制御を高精度化するためにもっとも重要なシステムであり，これを実現するため

の高分解能ビームモニタの開発についても述べる． 

 

 シミュレーションを用いた実験装置設計指針の検討 

本光学系を実現するための装置設計の指針となる光学系の許容アライメント誤差を，波動

光学シミュレーションにより求めた．許容アライメント誤差は，図 4.1.1 に示す入射角・焦

点深度・直角度・面内回転の 4 種類について検討した． 

波動光学シミュレーションには表 4.1.1 のようなモデルを仮定した．X 線のエネルギーは

実際の実験で使用する 10 keV，光源は 45 m 上流に設置した点光源とした．Fresnel-Kirchhof

の回折公式を用いて光源から垂直集光ミラー，垂直集光ミラーから水平集光ミラー，水平集

光ミラーから焦点面への伝播計算を行った． 

図 4.1.2~図 4.1.6 に垂直および水平集光ミラーのパラメータに対して，入射角・焦点深度・

直角度・面内回転のアライメント誤差を与えたときのビームプロファイルを示す． 

 

 

図 4.1.1 シミュレーションで想定したアライメント誤差 

 

表 4.1.1 許容アライメント誤差計算に用いた光学モデル 

 垂直集光ミラー 水平集光ミラー 

光源－ミラー間距離※ 45 m 45.13 m 

ミラー－焦点間距離※ 330 mm 200 mm 

入射角※ 4 mrad 4 mrad 

※ミラー中心を基準とする値． 
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図 4.1.2 入射角誤差を与えたときの集光プロファイル 

(a)垂直集光ミラー，(b)水平集光ミラー グラフ中の値は与えた入射角誤差 

 

(a) 

-2 -1 0 1 2

 

In
te

n
si

ty
 (

ar
b.

 u
n
it
)

Position (m)

-250 m

 -200 m

 -150 m

 -100 m

 -50 m

 0 m

 50 m

 100 m

 150 m

 200 m

 

 250 m

 

(b) 

-2 -1 0 1 2

 

In
te

n
si

ty
 (

ar
b.

 u
n
it
)

Position (m)

-100 m

 -80 m

 -60 m

 -40 m

 -20 m

 0 m

 20 m

 40 m

 60 m

 80 m

 

 100 m

 

図 4.1.3 焦点深度誤差を与えたときの集光プロファイル 

(a)垂直集光ミラー，(b)水平集光ミラー グラフ中の値は与えた焦点深度誤差 
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角度誤差 二次元集光プロファイル 中心ラインプロファイル 

Ideal 
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図 4.1.4 直角度誤差があるときの二次元集光プロファイル 

黒線：理想集光プロファイル，赤線：誤差を含んだ集光プロファイル 
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角度誤差 二次元集光プロファイル 中心垂直ラインプロファイル 

Ideal 
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図 4.1.5 垂直集光ミラーに面内回転誤差があるときの集光プロファイル 

黒線：理想集光プロファイル，赤線：誤差を含んだ集光プロファイル  
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角度誤差 二次元集光プロファイル 中心水平ラインプロファイル 

Ideal 
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図 4.1.6 水平集光ミラーに面内回転誤差があるときの集光プロファイル 

黒線：理想集光プロファイル，赤線：誤差を含んだ集光プロファイル 
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許容アライメント誤差の定義を，集光プロファイルの半値幅が理想時の 1.2 倍以内のとき

とすると，波動光学シミュレーションによる解析結果より，各許容アライメント誤差は表 

4.1.2 のようになる．これよりミラーマニピュレータの各軸は，表 4.1.2 の許容できるアライ

メント誤差よりも小さい分解能で制御，調整できる必要がある． 

 

表 4.1.2 許容アライメント誤差 

 垂直集光ミラー 水平集光ミラー 

入射角 ±1 µrad ±1 µrad 

焦点深度 ±100 µm ±40 µm 

直角度 ±0.1 mrad 

面内回転 ±2 mrad ±2 mrad 

   

 実験装置の構成 

4.2.1. 定盤および二段集光光学系配置 

二段集光光学系において形状可変ミラーを高精度にアライメントするために，専用定盤を

設計・製作した．定盤は耐振動性を向上するため，石定盤(2.3 t)を採用した．図 4.2.1 と図 

4.2.2 に定盤および二段集光光学系配置の全体写真を示す．定盤の大きさは L2.5 m×W1.5 m 

×H1 m で，上流側から，入射スリットおよびイオンチャンバー設置用テーブル，上流 KB ミ

ラー用手動 X ステージ，上流スキャナ用自動 X ステージ，下流 KB ミラー用手動 X ステージ，

下流スキャナ用自動 X ステージ，検出器等設置用テーブルで構成されている．すべてのステ

ージは光軸方向に移動可能なリニアガイド上に設置している．上流スキャナ用ステージは，

光軸方向に移動することで，二段光学系の中間焦点(上流 KB ミラーの焦点)位置の変更に対応

できる． 

 

図 4.2.1 定盤および二段集光光学系配置 横方向 
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図 4.2.2 定盤および二段集光光学系配置 斜め方向 

 

4.2.2. KBミラーマニピュレータ 

KB ミラーを高精度にアライメントするための，KB ミラーマニピュレータ 47 を開発した．

マニピュレータは図 4.2.3 に示すように上流 KB，下流 KB とで異なる制御軸の配置とする． 

 

 

図 4.2.3 ミラーマニピュレータの制御軸の構成 

 

以下に各 KB ミラーマニピュレータの制御軸の詳細について述べる． 

① 上流 KB ミラーマニピュレータ 

上流 KB ミラーマニピュレータの制御軸の概略図を図 4.2.4 に示す．面内回転 Yaw・入射

角 Pitch 軸は垂直および水平集光ミラーに取り付けている．直角度 Roll・光軸方向 Y は水平

集光ミラーに，水平方向 X・鉛直方向 Z は垂直ミラーに取り付ける．これらは水平・垂直集

光ミラーの相対位置を調整するため，片方のミラーのみに取り付けている．マニピュレータ
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は X・Y・Z 軸ステージ上に設置し，全体の位置を調整できる構造とした．面内回転は高精度

が求められないため手動ステージとし，その他は自動ステージとした。 

 

図 4.2.4 上流 KB ミラーマニピュレータ 

 

② 下流 KB ミラーマニピュレータ 

下流 KB ミラーの水平・垂直集光ミラーは，上流 KB ミラーとは逆の配置にしている．こ

れによって，中間焦点に対して対称なミラー配置を取ることができる． 

下流 KB ミラーのアライメントについては，上流 KB ミラーと基本的に同様であるが，上

流ミラーと異なる点は，図 4.2.3 に示したように，下流 KB ミラーマニピュレータは全体の

Yaw・Pitch・Roll を粗調整するための手動軸を取り付けていることである．上流 KB ミラー

で反射した光は，元の光軸からずれているために，本粗調整機構を取り付けた．すなわち図 

4.2.5 に示すように，Yaw・Pitch により，上流 KB ミラーによる光軸のずれ分(上流ミラー入

射角の 2 倍)を傾け，Roll により 2 つの KB の相対的な光軸回りの回転を調整する． 

 

 

図 4.2.5 下流 KB 全体角度のアライメント軸 

 

(a) 

 

(b) 

 

図 4.2.6 (a)上流および(b)下流ミラーマニピュレータ 
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本マニピュレータは，第 4.1 節で推定した許容アライメント誤差よりも小さい分解能で制

御しなければならない．図 4.2.6 に開発した上流・下流 KB マニピュレータの写真を，表 4.2.1

に制御軸の性能を示す．本マニピュレータを使用することで，許容アライメント誤差の範囲

内でミラーのアライメントを行うことができる． 

 

表 4.2.1 ミラーマニピュレータ制御軸の性能 

 水平集光ミラー調整軸 垂直集光ミラー調整軸 

Yaw 

※ミツトヨ MHT3-6.5 

分解能：150 µrad(0.01mm/70mm) 

許容誤差：±2 mrad 

※ミツトヨ MHT3-6.5 

分解能：150 µrad(0.01mm/70mm) 

許容誤差：±2 mrad 

Roll ― 

オリエンタルモーター 

DRL42PA2-04NG 

分解能：38 µrad (0.004mm/106mm) 

許容誤差：±0.1 mrad 

Z 
神津精機 XA07A-R2H-1J 

分解能：1 µm 
― 

Pitch 

ハーモニックドライブシステムズ 

LA-30B-10-F-SP 

分解能：0.1 µrad 

許容誤差：±1 µrad 

ハーモニックドライブシステムズ 

LA-30B-10-F-SP 

分解能：0.1 µrad 

許容誤差：±1 µrad 

Y ― 

駿河精機 KX1250C-R 

分解能：0.5 µm 

許容誤差：±40 µm 

X 
駿河精機 KX1250C-R 

分解能：0.5 µm 
― 

KB Roll 

（下流のみ） 

オリエンタルモーター DRL42PA2-04NG 

分解能：22 µrad (0.004mm/186mm) 

KB Pitch 

（下流のみ） 

※ミツトヨ マイクロジャッキ 

分解能：50 µrad (0.01mm/209mm) 

KB Yaw 

 (下流のみ) 

※ミツトヨ MHL1-25 

分解能：60 µrad (0.01mm/157mm) 

Z 神津精機 KHI-9 分解能：0.1 µm 

Y 神津精機 XA25A-R1 分解能：1 µm 

X 神津精機 XA25A-R1 分解能：1 µm 

※印は手動ステージ 

自動ステージの分解能はすべてハーフステップ 
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4.2.3. チルトセンサユニット 

上流・下流 KB ミラー内の直角度，KB 同士の Roll を調整するために図 4.2.7 に示すような

チルトセンサユニットを定盤上に設置する．チルトセンサユニットは門構造体で，定盤両端

のリニアガイド上に設置している．柱部分に水平集光ミラー用 1 台，梁部分に垂直集光ミラ

ー用 2 台の，合計 3 台のオートコリメータ（(株)カツラ・オプト・システムズ オートコリ

メータ：KT7030，数値化ユニット：IP-8010 分解能：2.91 µrad）を設置している．上流・

下流 KB ミラーマニピュレータで垂直・水平集光ミラー配置の順番が異なるため，２台の垂

直集光ミラー用オートコリメータを，位置をずらして設置している．水平集光ミラー用オー

トコリメータは共通である． 

門構造体は移動させるとリニアガイドのうねりにより変形し，同じ姿勢を保たない．その

ためオートコリメータを門構造体に直接設置すると，水平・垂直オートコリメータの相対角

度が変化し，直角度のミスアライメントにつながる．それを解消するため，オートコリメー

タは別の剛性の高い部材上に取り付け，その部材と門構造体の固定を柱部分の一カ所とする

ことで，門構造体のうねりによる変形が水平・垂直オートコリメータの相対角度に影響しな

い構造とする． 

門構造体をリニアガイド上で 200 mm 移動させ，直角基準ミラー(材質：合成石英，直角度

精度：20 µrad)を測定したときの直角度計測の再現性の結果を図 4.2.8 に示す．直角度の再現

性は 10 µrad 程度で安定しており，許容アライメント誤差±0.1 mrad に対して直角度のアラ

イメントに十分な性能をもつことがわかる． 
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(a) 

 

(b) 

 
(c) 

 

図 4.2.7 チルトセンサユニット 

(a)門構造体を光源方向から見た図，(b)断面 A-A から見た図，(c)全体写真 
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図 4.2.8 門構造体を移動したときの直角度計測の再現性
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また，以下と図 4.2.9 に，オートコリメータによる KB ミラーの直角度調整手順を示す． 

① 上流水平集光ミラー(H1)に水平集光ミラー用オートコリメータを合わせる 

② 門構造体を移動し，直角基準ミラーを水平オートコリメータに合わせる 

③ 上流垂直(V1)・下流垂直(V2)オートコリメータを直角基準ミラーに合わせ，水平オート

コリメータと垂直関係を作る 

④ 門構造体を上流 KB 上へ移動し，上流垂直集光ミラーを上流垂直オートコリメータに合わ

せる 

⑤ 門構造体を下流 KB 上へ移動し，下流マニピュレータの全体 Roll 軸により下流水平集光

ミラーを水平オートコリメータに合わせる 

⑥ 下流垂直集光ミラーを下流垂直オートコリメータに合わせる 

 

① 

 

② 

 

③ 

 

④ 

 

⑤ 

 

⑥ 

 

図 4.2.9 オートコリメータによる KB ミラーの直角度調整手順
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4.2.4. ペンシルビームスキャン用ビームモニタ 48 

ペンシルビームスキャンの高精度化には，焦点での X 線の位置のずれを検出できるビーム

モニタが重要である．ビームモニタは X 線を可視光に変換するシンチレータ，可視光を拡大

結像するレンズ，光の位置を検出するカメラで構成される． 

 

4.2.4.1. ビームモニタの設計 

シンチレータは，感度と耐放射性を考慮し，厚さ 50 µm の Ce:YAG セラミックスとした．

シンチレータが厚みを持つことに加え，レンズの開口数(NA)に依存した回折のため，ボケが

発生する．シンチレータの厚みに対してレンズの NA を最適に選択することでボケを最小に

することができる 49, 50．レンズは式(4.1)より，Ce:YAG セラミックスの厚み(50 µm)において

分解能𝑅が最小になる 0.2 のものを選択した．この式から期待できる空間分解能は 1.17 µm で

ある．1.17 µm を十分に解像するため，CMOS カメラは 2.5 µm/pixel，レンズは 10 倍のもの

を採用した．このときの実効ピクセルサイズは 250 nm/pixel である．開発したビームモニタ

の仕様を表 4.2.2 に示す． 

 

𝑅 = √(
𝑝

𝑁𝐴
)
2

+ (𝑞𝑧𝑁𝐴)2 (4.1)  

𝑅: spatial resolution (µm)  

𝑧: thickness of the scintillator (µm)  

𝑁𝐴: numerical aperture  

𝑝 = 0.18µm, 𝑞 = 0.075  

 

表 4.2.2 開発したビームモニタの仕様 

Scintillator Ce:YAG ceramics (thickness: 50 µm) 

Lens ×10 (NA: 0.2) 

Camera CMOS (Bitran CS-52M; 2048 pix×1536 pix, 2.5 µm/pixel) 

 

開発したビームモニタの写真，概略図を図 4.2.10 に示す．光路内にミラーを配置すること

で，ビームモニタの小型化を実現している．カメラで検出した画像を重心計算することで，

ピクセルサイズ以上の精度で X 線の位置を検出することが可能である． 
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(a) 

 

(b) 

 
図 4.2.10 開発したビームモニタの(a)写真と(b)内部の光学系概略図 

 

4.2.4.2. ピンホールを用いた性能評価実験 

SPring-8 BL29XUL EH3(仮想光源からの距離 45 m)において，開発したビームモニタの基

本性能評価を行った．実験の装置構成を図 4.2.11 に示す．ピンホール(材質：Ni，厚さ：50 µm，

穴直径：φ20 µm)により 10 keV の X 線を切り出して，それをビームモニタで撮影した．ピ

ンホールを動かしたときのビームモニタ上での X 線の重心の移動量をグラフ上にプロットし

た．ピンホールはフィードバックステージ(位置決め精度：1 nm，シグマテック FS-1050SPX)

に取り付け，10 nm 間隔で x, z 方向に走査した．その結果を図 4.2.12 に示す．ピンホールの

移動量と重心位置の変化は相関関係があり，開発したビームモニタには 10 nm の位置検出精

度があることを確認できる．これは，想定している光学系において，約 30 nrad の精度でス

ロープエラーを計測できることを示している．形状可変ミラーの修正を誤差 2 nm 以下で行う

ために，十分な精度を持つことがわかる．なお，システムに組み込む際は，シンチレータは

取り外してサンプルユニットに取り付けている． 

 

 

図 4.2.11 ビームモニタ性能評価用の実験セットアップ 
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図 4.2.12 ビームモニタの性能評価結果 (a)横方向，(b)鉛直方向 

ピンホール位置とビームモニタ上の重心位置の関係をグラフ上にプロットした 

 

4.2.5. スキャンユニット 

スキャンユニットは中間焦点と最終焦点に配置され，各ミラーにより集光された X 線ビー

ムを計測するために用いられる．スキャンユニットは，顕微鏡ユニットとサンプルユニット

で構成される．これらを用い，各焦点位置での集光ビームプロファイルの計測とペンシルビ

ームスキャンを行うことができる．反射光はミラーの反射により入射光の光軸に対して角度

がついているため，スキャンユニットを傾ける必要があり，それぞれチルトステージが配置

されている．図 4.2.13 にスキャンユニットの制御軸の配置を示す． 

 

 
図 4.2.13 スキャンユニットの各制御軸の配置 

 

4.2.5.1. 顕微鏡ユニット(ビームモニタ) 

本顕微鏡は，前述したビームモニタのシンチレータ部分を取り除いたもので，その他の構

成は同じものである．シンチレータを別構成にすることで，ビームモニタとして X 線の位置

を計測するだけでなく，顕微鏡としてサンプル位置を確認することもできる．中間焦点に設

置する顕微鏡は X 線が透過できるように，顕微鏡内の光路中に置かれた可視光用ミラーには

φ1 mm の穴が開けられている．これによって，中間焦点と最終焦点で同時にペンシルビーム

スキャンを行い，それぞれのミラー形状を同時に推定できるように工夫されている．顕微鏡

は，位置調整用ステージ(X，Y，Z)と角度調整用手動チルトステージ(θX，θZ)上に配置し

た．未使用時に顕微鏡を退避するため，X ステージは長尺のものを使用している． 
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表 4.2.3 に顕微鏡ユニット制御軸の性能を示す． 

 

表 4.2.3 顕微鏡ユニット制御軸の性能 

 中間・最終焦点共通 

θX シグマ光機 KSPT-606MRH 

θY シグマ光機 GOHT-60A60BSR 

Z 
神津精機 ZA10A-W2 

分解能：0.25 µm 

Y 
神津精機 XA10A-R1 

分解能：0.25 µm 

X 
神津精機 XA10A-L1 

分解能：1 µm 

※さらに最下段の X ステージは共通，分解能 1 µm 

 

4.2.5.2. サンプルステージユニット 

サンプルステージにはワイヤとシンチレータが配置されている．ワイヤを用いた明視野ワ

イヤスキャンによって，集光ビームプロファイルの評価を行う．上述したようにシンチレー

タは顕微鏡と組み合わせてペンシルビームスキャンに用いる． 

集光 X 線のビームプロファイルを高精度に計測するため，水平(X)・垂直(Z)方向にはナノ

メートル精度のフィードバックステージを用いている．最小集光径の違いから，中間焦点は

位置決め精度 5 nm，最終焦点は位置決め精度 1 nm のフィードバックステージを用いている．

フィードバックステージ上にはサンプルホルダが設置されている．サンプルホルダには明視

野スキャン用の金ワイヤ(φ200 µm)とペンシルビームスキャン用シンチレータ(Ce:YAG セ

ラミック)を配置している．フィードバックステージは，サンプルの角度調整用チルトステー

ジ(θX・θY・θZ)，サンプル変更用 X ステージ，焦点方向調整用 Y ステージ上に配置した． 

表 4.2.4 にサンプルステージユニット制御軸の性能を示す．また，図 4.2.14 に製作したスキ

ャンユニットの写真を示す． 

 

表 4.2.4 サンプルステージユニット制御軸の性能 

 中間焦点 最終焦点 

ビームプロファイル 

計測ステージ 

5 nm フィードバックステージ 

(シグマテック FS-1050SPX) 

1 nm フィードバックステージ 

(シグマテック FS-1050SPX(MD)) 

θX 神津精機 SA10A-RS 

分解能：20 µrad θY 

Y 神津精機 XA10A-R1 分解能：0.25 µm 

X 神津精機 XA10A-R1 分解能：0.25 µm 

θZ 神津精機 RA10A-W 分解能：350 µrad 

※さらに最下段の X ステージは共通，分解能 1 µm 
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図 4.2.14 製作したスキャンユニット 

 結言 

本章では，SPring-8 における集光実験で用いる定盤，KB ミラーマニピュレータ，チルト

センサユニット，スキャンユニットについて，要求精度の検討および設計について述べた． 

 

(1) 波動光学シミュレーションにより入射角・焦点深度・面内回転・直角度の許容アライメ

ント誤差を求め，装置設計の指針を得た． 

 

(2) 設計指針に基づきアクチュエータやステージを選定し，ミラーのアライメントを行うマ

ニピュレータを設計・製作した．また，直角度のアライメントを行うための門構造チル

トセンサユニットを設計・製作した．その再現性を評価し，アライメントに十分な性能

をもつことを確認した． 

 

(3) ペンシルビームスキャンを高精度に行うため，X 線の位置を計測するビームモニタを開

発した．ピンホールを用いた性能評価を行った結果，10 nm の分解能を有することが判

り，形状可変ミラーの形状誤差を計測するための性能を満たしていることを確認した．  

 

(4) 焦点位置に設置する，ビームモニタ・サンプルステージを搭載したスキャンユニットを

設計・製作した．ペンシルビームスキャンに用いるシンチレータは，ワイヤスキャンを

行うサンプルステージにワイヤと同じ平面上に取り付けた．これによりペンシルビーム

スキャンとワイヤスキャンを迅速に切り替えることを可能とした． 
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5. アダプティブX線集光実験 
本章では，SPring-8 において，第 3 章で述べた形状可変ミラーと，第 4 章で述べたシステ

ムを用いてアダプティブ集光光学系を構築し，集光実験を行った結果について述べる． 

まず，形状可変ミラーの集光特性と，ペンシルビームスキャンによる形状修正を評価する

ため，2 枚の形状可変ミラーを用いたアダプティブ KB ミラー集光光学系を構築し，二次元集

光実験を実施する．次に，２枚の形状可変ミラーを用いたアダプティブ二段一次元集光光学

系を構築し，上流ミラーで中間焦点に集光し発散した X 線を下流ミラーで再度集光する実験

を行う．さらに，アダプティブ二段一次元集光光学系において，上流形状可変ミラーの形状

誤差による波面誤差を下流形状可変ミラーで修正する波面補償実験を行う．これらの光学系

は，開発を目指すアダプティブ集光光学系(4 枚の形状可変ミラーで構成)の上流 KB および二

段水平集光を想定して行っており，これらの実験で得られた知見をアダプティブ集光光学系

の開発にフィードバックする．実験はすべて SPring-8 BL29XUL EH3(光源からの距離 45 m)

で行う．最後に，アダプティブ集光光学系開発の現状について，すでに報告されている論文

を引用して簡単に紹介する． 

 

 集光実験の手順 

5.1.1. 形状可変ミラーの調整手順 

形状可変ミラーの調整は，図 5.1.1 に示すフローチャートに沿って行う． 

① 粗調整電圧の決定 

2.4 項で述べたように，SPring-8 における形状可変ミラーの計測には At-wavelength

形状計測法であるペンシルビームスキャンを用いる．しかしビームタイム中に，形状可

変ミラーに電圧を印加しない状態からペンシルビームスキャンで目標楕円形状に変形

するには，長時間を要する可能性がある．そこで SPring-8 における形状可変ミラー調

整の時間を短縮するため，事前に 3.6 項に示した可視光干渉計による形状制御システム

を用いて，目標楕円形状に変形するために必要な粗調整電圧を決定する． 

② 実験ハッチへの移動と設置 

電圧の決定後，SPring-8 の実験ハッチ内へ形状可変ミラーを移動し，設置する． 

③ 粗調整電圧の印加 

①で決定した粗調整電圧を形状可変ミラーへ印加し，目標楕円形状への大まかな変形

を行う． 

④ 各アライメントの調整 

形状可変ミラーの面内回転・入射角・直角度などのアライメントを調整する． 

⑤ 形状可変ミラーの計測 

形状可変ミラーに粗調整電圧を印加すると，圧電素子のヒステリシスの影響により，

数十 nm の変形誤差が発生する可能性がある．その変形誤差をペンシルビームスキャ

ンにより計測する． 
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⑥ 形状可変ミラーの修正 

ペンシルビームスキャンにより計測した変形誤差を，形状可変ミラーに印加する電圧を

調整し，修正する． 

 

形状可変ミラーが目標精度を満たすまで⑤・⑥を繰り返し，形状修正の完了後，ワイヤス

キャンにより集光ビームプロファイルの評価を行う．アダプティブ KB 集光光学系の場合，

上記の調整を垂直・水平集光形状可変ミラー両方で行う． 

 

 

図 5.1.1 形状可変ミラーの調整手順 

 

5.1.2. 二段光学系の調整手順 

二段光学系における形状可変ミラーの調整は，図 5.1.2 に示すフローチャートに沿って行

う．①粗調整電圧の決定から④各アライメントの調整までは 5.1.1 項に述べた手順と同様で，

上流・下流ミラーを同時に行う．形状可変ミラーの変形調整は，⑤上流ミラーの計測と修正，

⑥下流ミラーの計測と修正を分けて行う． 
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図 5.1.2 二段光学系の調整手順 

 

二段光学系の調整には，以下に示すような通常の集光実験とは異なる特有の考慮すべき点

がある． 

(1) 上流形状可変ミラーの誤差による反射のずれ 

上流形状可変ミラーに大きな誤差がある場合，下流形状可変ミラーの計測と修正に問題が

生じる可能性がある．これは，図 5.1.3 に示すように，上流形状可変ミラーの誤差によりペ

ンシルビームの反射方向が理想からずれ，下流形状可変ミラーでの反射位置にずれが生じる

ためである．ここで実線はペンシルビームの理想的な軌道を，破線は上流形状可変ミラーの

誤差によりずれた軌道を示している．下流形状可変ミラーの反射位置のずれにより，計測結

果と下流形状可変ミラーの電極位置の対応がずれ，正常な変形が難しくなる．正常な変形を

行うためには，この軌道のずれを下流形状可変ミラーの電極すき間の大きさ以下にする必要

があり，上流形状可変ミラーの許容傾斜誤差は
電極すき間の大きさ×ミラー斜入射角

ミラー間距離
以下となる．本二

段光学系における水平集光の場合，条件を満たす上流形状可変ミラーの傾斜誤差は

0.8 mm×4 mrad

1.5 m
= 2 µrad以下となる．すなわち，上流形状可変ミラーを許容誤差以内に修正し

た後に，下流形状可変ミラーの修正を行う必要がある． 
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図 5.1.3 上流ミラーの形状誤差による反射のずれ 

 

(2) 上流形状可変ミラーの反射角度誤差による軌道のずれ 

また，図 5.1.4 に示すように，上流形状可変ミラーの反射角度誤差により反射方向への軌

道ずれが発生する可能性がある．ここで実線は理想的な軌道を，破線は上流形状可変ミラー

の反射角度誤差によりずれた軌道を示している．この角度誤差は，上流形状可変ミラー修正

時のミラー変形によるものと，上流形状可変ミラーの入射角ドリフトにより発生する可能性

がある．この場合も上記と同様に，下流形状可変ミラーでの反射位置にずれが生じ，計測結

果と下流形状可変ミラーの電極位置の対応がずれ，正常な変形が難しくなる．この位置ずれ

は中間焦点のビームモニタで監視することが可能である．ずれを下流形状可変ミラーの電極

すき間の大きさ以下にするためには，中間焦点での位置ずれを

上流ミラー焦点距離×電極すき間の大きさ×斜入射角

ミラー間距離
以下とする必要がある．本二段光学系における水平集光

の場合，中間焦点における位置ずれ
0.75 m×0.8 mm×4 mrad

1.5 m
= 1.6 µmを検出する必要がある．開

発したビームモニタは 10 nm の位置検出精度があるため，ビームモニタで中間焦点の X 線位

置を常に確認することで，ずれを抑制することが可能である． 

 

 

図 5.1.4 上流ミラーの角度誤差による位置のずれ 
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 2 枚の形状可変ミラーを用いたアダプティブ集光実験 

5.2.1. アダプティブKBミラー集光光学系を用いた集光実験 51 

5.2.1.1. 実験条件 

長さ 100 mm の形状可変ミラー2 枚(水平集光・垂直集光)を仮想光源から 45 m 下流の位置

に 130 mm 離して KB 配置する．ミラーの入射角は 4 mrad とした．図 5.2.1 に KB 集光光学

系の概略図を示す．ミラー上流 200 mm にペンシルビームスキャンに用いるスリット

(Incident slit)を配置する．また，水平集光ミラー中心から 200 mm 下流位置を焦点とし，焦

点位置にはペンシルビームスキャンに用いるビームモニタと，ワイヤスキャンに用いる金ワ

イヤ(φ200 µm)を配置した．焦点より下流には，ワイヤスキャン時に X 線強度を計測する PIN

フォトダイオードを配置する．TC スリットによって形成した仮想光源サイズは 10 µm × 10 

µm である．理想集光径(回折限界)は水平 58 nm×垂直 98 nm である．図 5.2.2 に焦点におけ

る理想集光プロファイルを，図 5.2.3 に水平・垂直集光形状可変ミラーの電圧を印加しない

ときの実際に計測した形状と設計形状を示す．形状は RADSI および MSI を用いて計測した． 

 

 

図 5.2.1 KB 集光光学系の概略図 

 

 

図 5.2.2 焦点面における理想集光プロファイル 

 

-1000 -500 0 500 1000
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

In
te

n
si

ty
 (

ar
b.

 u
n
it
)

Position (nm)

 Horizontal
 Vertical



58  アダプティブ X 線集光実験 

 

 

(a) 

 
(b) 

 

図 5.2.3 形状可変ミラーの形状と設計形状 (a)垂直集光ミラー (b)水平集光ミラー 

 

5.2.1.2. 実験結果 

5.1 節に示した流れに沿って，形状可変ミラーの変形を精密調整した．ペンシルビームスキ

ャン時のビームモニタの露光時間は 200 msec，入射スリットサイズは 20 µm とする．これは

ミラー開口 400 µm を 20 分割した大きさに相当する． 

各形状可変ミラーに対して形状修正を行った結果を図 5.2.4 に示す．黒線はペンシルビー

ムスキャン開始時の各ミラーの変形誤差を示しており，垂直方向集光ミラーでは PV60 nm，

水平方向集光ミラーでは PV40 nm の変形誤差があることがわかる．ペンシルビームスキャン

により推定した 40-60 nm 程度の形状誤差を，形状可変ミラーの印加電圧を調整することで赤

線に示すように PV2 nm 以下に修正することができる．これはレイリーの 4 分の 1 波長則に

よって与えられる許容形状誤差(3.9 nm)を満たしている(X 線エネルギー：10 keV，入射角：

4 mrad)． 

形状修正後，焦点位置において明視野ワイヤスキャン法 9 によりビームプロファイルを計測

した．計測時の光源幅は 10 µm とした．垂直・水平集光のビームプロファイルを図 5.2.5 に

示す．赤点が計測結果，黒線は波動光学計算によって計算した理想集光プロファイルである．

集光径(FWHM)は水平方向 65 nm，垂直方向 110 nm で，ほぼ回折限界の集光ビームを得る

ことができる． 
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(a) 

 

(b) 

 

図 5.2.4 ペンシルビームスキャンによって計測した形状誤差 

(a)水平集光ミラー (b)垂直集光ミラー 

 

(a) 

 

(b) 

 

図 5.2.5 集光ビームプロファイル (a)垂直集光 (b)水平集光 

 

以上より，ペンシルビームスキャンによる形状可変ミラーの形状修正を 1 nm レベルで高精

度に行うことが可能であり，開発した形状可変ミラーは，数十 nm オーダーの回折限界集光

を達成できる性能をもつことが示された． 
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5.2.2. アダプティブ二段一次元集光光学系を用いた集光実験 

5.2.2.1. 実験条件 

2 枚の形状可変ミラーを仮想光源から 45 m 下流の位置に水平集光方向に配置した．上流ミ

ラーから 1.5 m 離した位置に，下流ミラーを反射面が同じ方向を向くように配置した．ミラ

ーの入射角は 4 mrad とした．図 5.2.6 に二段一次元集光光学系の概略図を示す．上流ミラー

より 200 mm 上流の位置にペンシルビームスキャンに用いるスリット(Incident slit)を配置す

る．中間焦点は上流ミラー中心から 750 mm 下流，最終焦点は下流ミラー中心から 300 mm

下流とし，それぞれにペンシルビームスキャンに用いるビームモニタと，ワイヤスキャンに

用いる金ワイヤ(φ200 µm)を設置する．また，TC スリットによって形成した仮想光源サイ

ズは水平 10 µm である．本光学系における理想集光径(回折限界)は，中間焦点 207 nm と最

終焦点 91 nm である．図 5.2.7 に中間焦点および最終焦点における理想集光プロファイルを

示す．また，図 5.2.8 に上流・下流ミラーの設計形状を示す． 

 

図 5.2.6 二段一次元集光光学系の概略図 
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図 5.2.7 中間焦点と最終焦点の理想集光プロファイル 
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図 5.2.8 上流・下流形状可変ミラーの設計形状 
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5.2.2.2. 実験結果 

5.1 節に示した調整手順に沿って，まず中間焦点でペンシルビームスキャンの結果に基づき

上流形状可変ミラーの変形を調整し，中間焦点においてビームプロファイルの計測を行った．

さらに最終焦点のペンシルビームスキャンを行い下流形状可変ミラーの変形を調整し，最終

焦点においてビームプロファイルの計測を行った．図 5.2.9 に上流・下流形状可変ミラーの

変形調整前後のペンシルビームスキャンで計測した形状誤差を示す．中間焦点・最終焦点両

方のペンシルビームスキャンにおいて形状誤差 2 nm 以下の結果が得られ，上流・下流形状可

変ミラーともに許容誤差内に収まることがわかる．図 5.2.10 に示すビームプロファイル計測

結果から中間焦点において集光径 230 nm (FWHM)，最終焦点において集光径 108 nm 

(FWHM)に集光されており，両方の焦点において回折限界に近い集光を達成されていること

がわかる． 
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図 5.2.9 ペンシルビームスキャンによって計測した形状誤差 

(a) 上流ミラー，(b) 下流ミラー 

 



62  アダプティブ X 線集光実験 

 

 

(a) 

-2000 -1000 0 1000 2000
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0  Measured
 Calculated

In
te

n
si

ty
 (

ar
b.

 u
n
it
)

Position (nm)
 

(b) 

-1000 -500 0 500 1000
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0  Measured
 Calculated

In
te

n
si

ty
 (

ar
b.

 u
n
it
)

Position (nm)
 

図 5.2.10 集光ビームプロファイル (a) 中間焦点，(b) 最終焦点 

 

5.2.3. アダプティブ二段一次元集光光学系を用いた波面補償集光実験 52 

5.2.3.1. 実験条件 

二段光学系の場合，最終焦点でのペンシルビームスキャン結果は上流・下流形状可変ミラ

ー両方の形状誤差を含んだ結果となっており，上流形状可変ミラーに形状誤差がある場合で

も，下流形状可変ミラーの調整で最終的な波面収差の補正を行うことができる．このような

波面補償の考え方は，修正が難しいミラーが光学系に存在する場合に非常に有効な手段とな

る．例えば第 2 章で述べたように，中間焦点を下流へ移動したとき(NA が小さくなるとき)

は下流形状可変ミラーの照射領域が小さくなり，電極個数が少なくなるため，圧電素子で変

形可能な周期は少なくなる．その場合，下流形状可変ミラーで低周期の形状を調整し，上流

形状可変ミラーで高周期の形状を調整することで，上流・下流形状可変ミラーを相互に波面

補償することが可能である． 

本実験では，上流形状可変ミラーの形状誤差による波面誤差を，下流形状可変ミラーで修

正する波面補償実験を行う．2 枚の形状可変ミラーを仮想光源から 45 m 下流の位置に水平集

光方向に配置した．ミラーの入射角は 4 mrad とし，上流形状可変ミラーから 1 m 離した位置

に，下流形状可変ミラーを反射面が同じ方向を向くように配置した．図 5.2.11 に光学系の概

略図を示す．上流ミラーより 200 mm 上流の位置にペンシルビームスキャンに用いるスリッ

ト(Incident slit)を配置する．中間焦点は上流ミラー中心から 500 mm 下流，最終焦点は下流

ミラー中心から 300 mm 下流とし，それぞれにペンシルビームスキャンに用いるビームモニ

タと，ワイヤスキャンに用いる金ワイヤ(φ200 µm)を設置する．また，TC スリットによっ
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て形成した仮想光源サイズは水平 10 µm である．本光学系における理想集光径(回折限界)は，

中間焦点 138 nm と最終焦点 86 nm である．図 5.2.12 に最終焦点の理想集光プロファイルを，

図 5.2.13 に上流・下流ミラーの設計形状を示す． 

 

 

図 5.2.11 二段一次元集光光学系の概略図 
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図 5.2.12 最終焦点の理想集光プロファイル 
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図 5.2.13 形状可変ミラーの設計形状 

 

5.2.3.2. 実験結果 

5.1 節に示した流れに沿って，まず中間焦点でペンシルビームスキャンの結果に基づき上流

形状可変ミラーの変形を調整し，形状誤差 PV 5 nm 程度まで修正する．そして最終焦点のペ

ンシルビームスキャンにより計測される上流・下流形状可変ミラーの形状誤差による波面誤

差に基づき，下流形状可変ミラーを調整することで波面補償を行う．図 5.2.14 に上流・下流

ミラーの変形調整前後のペンシルビームスキャンで計測した形状誤差を示す． 
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図 5.2.15 に中間焦点・最終焦点において，ワイヤスキャンにより取得した集光ビームプロ

ファイルを示す．図 5.2.15(a)に示す中間焦点におけるビームプロファイルは，上流形状可変

ミラーの誤差により大きく乱れており，半値幅は理想集光径 138 nm に対して 180 nm 程度と

なっている．一方，図 5.2.15(b)に示す最終焦点におけるビームプロファイルは，理想集光径

に近い集光径 90 nm(FWHM)に集光されており，回折限界に近い集光を達成されていること

がわかる．以上のことから，上流形状可変ミラーによる波面誤差を，下流形状可変ミラーの

調整により補償し，最終焦点において理想集光を達成していることがわかる． 
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図 5.2.14 ペンシルビームスキャンによって計測した形状誤差 

(a) 上流ミラー，(b) 下流ミラー 
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図 5.2.15 集光ビームプロファイル (a) 中間焦点，(b) 最終焦点 

 

5.2.4. 実験のまとめ 

これまで 2 枚の形状可変ミラーを用いて 3 種類の集光実験を行った． 

アダプティブ KB ミラー集光実験では，水平・垂直集光形状可変ミラーをペンシルビーム

スキャンにより調整し，回折限界集光を達成した．提案した形状可変ミラーの調整方法が有

効であることを示した．また，形状可変ミラーによる回折限界集光が可能であることを示し

た． 

アダプティブ二段一次元集光実験では，2 種類の集光実験を行った．まず上流・下流形状

可変ミラーを許容形状誤差以内に調整して中間・最終焦点両方で回折限界集光を達成し，二

段光学系の調整手順を確立した． 

また，上流形状可変ミラーを許容以上の形状誤差を含んだ状態とし，下流形状可変ミラー

で上流形状可変ミラーによる波面誤差も補正する波面補償実験を行い，最終焦点で回折限界

集光を達成した．二段光学系において波面補償が有効に機能することを示した． 

以上より，二段アダプティブ集光光学系による可変集光実験を行うための手順を確立した． 
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 二段アダプティブ集光光学系開発の現状 

2016 年に，二段アダプティブ集光光学系を用いた可変集光実験が Matsuyama らにより，

Scientific Reports に報告されている 53．報告にある実験は，本研究の成果と，新たに開発さ

れた形状可変ミラーの圧電素子ドリフトの抑制方法を用いて行われている．報告では 1 回の

ビームタイム中に 3 種類の集光ビームの形成を行っており，ここで簡単に紹介する． 

5.3.1. 実験条件 

報告では，本研究で開発した高精度形状可変ミラーを 4 枚用いて，第 2 章で述べた二段ア

ダプティブ集光光学系が構築されている．実験は SPring-8 BL29XUL EH3 (光源からの距離

45 m)で行われた．光学系の概略図を図 5.3.1 に，設計パラメータを表 5.3.1 に示す．本光学

系では，上流形状可変ミラーの変形により中間焦点の焦点距離を移動させることで，下流形

状可変ミラーの NA を変化させ，最終焦点位置での回折限界集光径を変化させることができ

る． 

 

図 5.3.1 二段アダプティブ KB 集光光学系の概略図 53 

 

表 5.3.1 光学系の設計パラメータ 53 

 

 

5.3.2. 実験結果 

著者らは，ペンシルビームスキャンによる計測結果に基づいて各ミラーの形状修正を行い，

最終焦点において集光ビームプロファイルの計測を行っている．図 5.3.2 に 3 種類(Mode 

I~III)の集光ビームプロファイル計測結果を示す．計測から得られた集光ビームプロファイル

と波動光学シミュレーションによる計算結果は良い一致を示しており，ほぼ回折限界集光を

達成されていることがわかる． 
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図 5.3.2 集光ビームプロファイルの理想値と計測結果 53 

 

また，下流 KB ミラーにおける，全開口を１としたときの各 Mode での開口の比率を横軸，

集光径の半値幅を縦軸としたときのグラフを図 5.3.3 に示す．いずれも開口比と集光径の半

値幅の比率は計算値とよい一致を示している．これらの実験結果より，本光学系は NA を変

化させることで，最終焦点位置で所望の集光径に変えることのできる NA 可変型の集光径可

変光学系であることが示された．最終焦点位置を移動させることなくナノからミクロンまで

の集光径を自在に制御できるため，実験設備のセットアップを変えることなく様々な集光径

で試料の分析を行い，短時間で多くの知見を得られることが期待される． 

 

図 5.3.3 最終焦点における集光径(半値幅)と下流 KB の開口比率の関係 53



68  アダプティブ X 線集光実験 

 

 

 結言 

本章では，SPring-8 BL29XUL EH3(光源からの距離 45 m)において，これまでに開発した

形状可変ミラーおよび集光システムを用いて行った 3 種類の集光実験について述べた． 

 

(1) 2 枚の形状可変ミラーを用いたアダプティブ KB ミラー集光光学系を構築した．ペンシル

ビームスキャンの計測結果に基づき各ミラーの形状修正を行い，理想形状に対して形状

誤差 PV2 nm 以下にすることができた． 

 

(2) KB 集光光学系において形状修正後，ワイヤスキャンにより集光プロファイルを計測した．

この結果，光源サイズが 10 µm×10 µm のとき，集光径(FWHM)は水平方向 65 nm×垂

直方向 110 nm で，ほぼ回折限界の集光径が得られた．開発した形状可変ミラーは 1 nm

レベルで形状修正することができ，ほぼ回折限界集光が可能な性能を有することを証明

した． 

 

(3) 二段水平一次元集光光学系において中間焦点のペンシルビームスキャンにより上流形状

可変ミラーを，最終焦点のペンシルビームスキャンにより下流形状可変ミラーの変形を

それぞれ調整し，中間焦点と最終焦点においてワイヤスキャンにより集光プロファイル

を計測した．この結果，光源サイズ 10 µm のとき，中間焦点の集光径(FWHM)は 230 nm，

最終焦点の集光径(FWHM)は 108 nm となり，回折限界に近い集光を達成した．二段集

光光学系においてペンシルビームスキャンは有効に機能し，形状可変ミラーの調整，回

折限界集光が可能であることを確認した． 

 

(4) 二段水平一次元集光光学系において，上流形状可変ミラーの形状誤差による波面誤差を

下流形状可変ミラーの調整で補正する波面補償実験を行った．上流形状可変ミラーは

PV5 nm 程度の許容以上の形状誤差を含んだ状態とし，中間焦点での集光径(FWHM)は

180 nm(理想集光径 138 nm)となった．最終焦点におけるペンシルビームスキャンにもと

づき下流形状可変ミラーの調整を行った結果，最終焦点での集光径(FWHM)は 90 nm と

なり，回折限界に近い集光を達成した．二段光学系において 2 枚の形状可変ミラーで相

互に波面誤差を補正する波面補償が有効に機能することを確認した． 

 

(5) これまでに報告されている 4 枚の形状可変ミラーを用いた二段アダプティブ集光実験に

ついて紹介した．この実験では，本研究の成果と新たに開発された形状可変ミラーの圧

電素子ドリフト抑制方法を用いて 3 種類の回折限界可変集光実験に成功している．  



69 

 

 

6. 総括 
本研究の目的は，回折限界条件下で集光径可変なアダプティブ集光光学系を開発すること

である．アダプティブ集光光学系として二段アダプティブ集光光学系を提案し，それを構築

するための高精度変形が可能な形状可変ミラーを開発した． 

 

第 1 章では，本研究の背景と目的を述べた． 

 

第 2 章では，本研究において開発を目指す二段アダプティブ集光光学系の概要について述

べた． 

(1) 従来の光学素子・光学系による可変集光の問題点を示し，開発するアダプティブ集光光

学系のコンセプトを，①数十 nm~数 µm の可変集光，②常に回折限界集光，③焦点位

置不変，④光のロスがない，とした． 

(2) 4 枚の形状可変ミラーを用いた二段アダプティブ集光光学系を提案し，その可変集光原

理を述べた．また，波動光学シミュレーションにより光学系の実現可能性を確認した． 

(3) 形状可変ミラーの制御に用いる波面計測法について，3 種類の At-wavelength 計測法の特

徴を示し，ペンシルビームスキャンが最適であるとわかった．また，ペンシルビームス

キャンの計測原理と，本光学系における必要精度について示した． 

 

第 3 章では，高精度形状可変ミラーの設計，開発，評価について述べた． 

(1) 形状可変ミラーの駆動に用いる圧電素子の説明と駆動原理，形状可変ミラーの変形原理

について述べた． 

(2) 2 種類の圧電素子構造について，FEM シミュレーション，干渉計による形状計測，X 線

反射像を使った形状計測により設計指針の検討を行い，圧電素子一体型がより適した構

造であることを確認した． 

(3) 変形目標形状に基づく電極数の検討も行い，高精度変形が可能な形状可変ミラーを設計

した．18 個の電極を取り付けて最大 9 周期のサイン波形状を変形可能な形状可変ミラー

を製作した． 

(4) 形状可変ミラーの意図しない変形量を PV0.2 nm 以下に抑える支持と電圧印加のための

ミラーホルダを設計，製作した． 

(5) 干渉計による形状可変ミラーの形状フィードバック制御を行い，目標とした楕円形状に

PV2 nm 以下の精度で変形させることに成功した．また，波動光学シミュレーションに

よって回折限界集光を達成できることを示した．これはつまり，許容形状誤差以下で形

状可変ミラーを変形できることを意味する． 

 

第 4 章では，SPring-8 における集光実験で用いる装置について，要求精度の検討および設

計を述べた． 

(1) 波動光学シミュレーションにより許容アライメント誤差を求め，装置設計の指針を得た． 
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(2) 設計指針に基づきアクチュエータやステージを選定し，ミラーのアライメントを行うマ

ニピュレータを設計・製作した．また，直角度のアライメントを行うための門構造チル

トセンサユニットを設計・製作した．その再現性を評価し，アライメントに十分な性能

をもつことを確認した． 

(3) ペンシルビームスキャンを高精度に行うため，ビームモニタを開発した．ピンホールを

用いた性能評価を行い，形状可変ミラーの形状誤差を計測するための性能を満たしてい

ることを確認した．  

(4) 焦点位置に設置する，ビームモニタ・サンプルステージを搭載したスキャンユニットを

設計・製作した．ペンシルビームスキャンに用いるシンチレータは，ワイヤスキャンを

行うサンプルステージにワイヤと同じ平面上に取り付けた．これによりペンシルビーム

スキャンとワイヤスキャンを迅速に切り替えることを可能とした． 

 

第 5 章では，SPring-8 において，これまでに開発した形状可変ミラーおよび集光システム

を用いて行った 3 種類の集光実験について述べた． 

(1) 2 枚の形状可変ミラーを用いたアダプティブ KB ミラー集光光学系を構築した．ペンシル

ビームスキャンの計測結果に基づき各ミラーの形状修正を行い，理想形状に対して形状

誤差 PV2 nm 以下にすることができた． 

(2) KB 集光光学系において形状修正後，ワイヤスキャンにより集光プロファイルを計測した．

この結果，光源サイズが 10 µm×10 µm のとき，集光径(FWHM)は水平方向 65 nm×垂

直方向 110 nm で，ほぼ回折限界の集光径が得られた．開発した形状可変ミラーは 1 nm

レベルで形状修正することができ，ほぼ回折限界集光が可能な性能を有することを証明

した． 

(3) 二段水平一次元集光光学系において中間焦点のペンシルビームスキャンにより上流形状

可変ミラーを，最終焦点のペンシルビームスキャンにより下流形状可変ミラーの変形を

それぞれ調整し，中間焦点と最終焦点においてワイヤスキャンにより集光プロファイル

を計測した．この結果，光源サイズ 10 µm のとき，中間焦点の集光径(FWHM)は 230 nm，

最終焦点の集光径(FWHM)は 108 nm となり，回折限界に近い集光を達成した．二段集

光光学系においてペンシルビームスキャンは有効に機能し，形状可変ミラーの調整，回

折限界集光が可能であることを確認した． 

(4) 二段水平一次元集光光学系において，上流形状可変ミラーの形状誤差による波面誤差を

下流形状可変ミラーの調整で補正する波面補償実験を行った．上流形状可変ミラーは

PV5 nm 程度の許容以上の形状誤差を含んだ状態とし，中間焦点での集光径(FWHM)は

180 nm(理想集光径 138 nm)となった．最終焦点におけるペンシルビームスキャンにもと

づき下流形状可変ミラーの調整を行った結果，最終焦点での集光径(FWHM)は 90 nm と

なり，回折限界に近い集光を達成した．二段光学系において 2 枚の形状可変ミラーで相

互に波面誤差を補正する波面補償が有効に機能することを確認した． 
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(5) これまでに報告されている 4 枚の形状可変ミラーを用いた二段アダプティブ集光実験に

ついて紹介した．この実験では，本研究の成果と新たに開発された形状可変ミラーの圧

電素子ドリフト抑制方法を用いて 3 種類の回折限界可変集光実験に成功している．  

 

開発した二段アダプティブ集光光学系により，常に回折限界条件下で集光径を変更するこ

とに世界で初めて成功した．本光学系を用いることで，実験の構成を変更することなく試料

に最適な集光径を選択して，X 線分析を行うことが可能となる． 

また今後，XFEL(X-ray Free Electron Laser)の光学系として利用することも期待できる．

XFEL のビームライン数は，蓄積リングがないという構造上，第 3 世代放射光施設と比べる

と極めて少ない(SPring-8 では 40 ビームライン以上だが，SACLA では 5 ビームライン)．そ

のため，導入できる集光光学系の種類は限られており，汎用性が良いとは言えない．たとえ

ば現在 SACLA で利用できる集光 X 線は 50 nm と 1 µm の 2 種類 54, 55，LCLS では 100 nm と

1 µm の 2 種類である．その点，アダプティブ集光光学系の導入はこの制限を取り払い，様々

な集光径を供与できる可能性がある． 
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